
Abstract: To prevent the accidental collapse of earth supports in construction work, knowledge

about collapse mechanisms, collapse precursors, and so forth are needed. However, the interaction

between the generation of lateral earth pressures, deformation of soil, movement of retaining walls

and the behavior that leads to collapse are very complicated. Therefore, it is difficult to predict

accurately whether the observed movement at a construction site will result in a collapse, or whether

the movement will stop. Further research is required to take account of wall movement, deformation

in the soil, and the phenomena that lead to collapse. This research investigates the interaction

between the generation of earth pressures and soil deformation due to wall movement. Centrifuge

experiments were carried out using the newly developed movable earth support equipment, which

controls the wall movements with high precision in a 50g centrifugal field. For the analysis of soil

deformation, an image-processing system was utilized.

The following conclusions were obtained.

（1）The lateral earth pressure decreased with the wall movement on the active side in every test,

however, the redistribution of earth pressure, displacement of the model ground, and development

of strains varied depending on the mode of wall movement.

（2）Until the movement of the wall reached X/L＝0.01, the activated area propagated behind the wall

in a wedge shape. After the rupture surface appeared（analyzed by image processing） , the

deformation area was limited within the rupture surface and wall.

（3）For rotation about the top, translation and center swelling（Crank mode）cases, the lateral earth

pressure on the upper part of the wall was close to the line of earth pressure at rest and the lateral

earth pressure on the lower part of the wall was smaller than Rankine’s active earth pressure at

around X/L＝0.02, so it is assumed that the arching action has a significant effect on the redistribution

of earth pressure.

（4）In the case of rotation about the base, it is supposed that the active state started from around

X/L＝0.01.

（5）The calculated earth pressures by using Rankine theory are almost same as the measured earth

pressures.
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1. まえがき

掘削工事において掘削が進行する過程で予期せぬ土

留めの変形や地盤の変形・沈下などが生じることは多

い。これらが更に進行した場合にはトラブルや事故に

至るが，このような事例も数多く報告されているとこ

ろである1）～6）。こうした事例の背景には，仮設構造物

として施工される土留めは作業効率や経済性が求めら

れるために，一般に本体構造物よりも低い安全率のも

とで設計・施工が行なわれることが多いことが挙げら

れる。さらには，設計時における地盤条件の入力値の

誤差や，施工過程における作業手順，プレロードなど

の応力負荷，土留めの変形の影響など，多様な要因が

影響していると考えられる。

一方，他の構造物と同様に土留めの設計も許容応力

度設計から，より合理的で経済的な設計法として限界

状態設計が行われるようになるに当たって，土圧分布

をより正確に推定することの重要性が増してきている。

すなわち限界状態設計法に基づき設計が行われる場合

は，土圧の予測を誤るとそれが事故に繋がりかねない

危険性を孕んでいるといえる。

このような背景において，土留め掘削工事中の崩壊

災害を未然に防ぐためには，掘削に伴う土圧の再配分，

崩壊前兆現象，崩壊に至るまでの挙動等についての体

系化された知見が必要となる。

歴史的に見ると，地盤や土留めの変形と側圧発生の

相互作用に関する問題は，地盤工学の中でも最も古い

テーマのひとつであり，現在までに現場計測，室内小

型実験，遠心模型実験など数多くの研究がなされてい

る。古くは，Flaate7）が切りばりで支保した掘削現場

における切りばり荷重の実測値を集めて整理し，

Terzaghi and Peck8），9）がこれらの計測結果をまとめ

て設計上必要である「見かけの土圧」を半経験的な方

法で与えている。これによれば，砂地盤では多数の実

測値を包絡すると台形に近い分布形になるとしている。

また，Tschebotarioff10）は粘性土地盤において土圧は

ほぼ三角形分布となり，主働土圧を大きく超えること

はないとしている。

山口11），石原12）は土留め壁の変形と土圧の関係を定

性的に示し，Dubrovaら13），14）は土留め壁の変形に伴う

土圧分布の予測方法を示した。

Chang15），Sherif16），17），Fang18），19）らは，重力場にお

いて土留め模型を作成し，土留めの水平変位に伴う土

圧の再配分について検討を加えている。しかしこれら

は高さ 1 m程度の模型地盤であるため実大規模におけ

る土圧分布に対応するか否かについての検証は十分と

はいえない。

日本における最近の研究では，解析や実測データを

基にした側圧に関する研究成果が数多く報告されてい

る20），21）。これらに基づきRankineやCoulomb式による

側圧，又は実測側圧に基づく三角形分布，台形分布等

が用いられているのが現状である。

しかし最近では，桂22）らは山留め壁にかかる側圧に

ついて，実施工時の原位置計測結果から検討を加えて

おり，側圧は山留め壁の変形に依存すること，土圧の

再配分を考慮した側圧の研究が必要であることを指摘

している。また，中井ら23），24）は重力場で二次元掘削

モデル試験機を用いてアルミ棒で地盤を模擬した実験

およびその解析を行い，壁体に同じ変位を与えても変

位の与え方（施工過程）の違いにより地盤の変形や壁

面土圧が異なることを解明している。しかしながら，

アルミ棒で作成した小規模な模型地盤という限られた

条件下での実験結果であり，これをより普遍的な議論

とするためには，今後さらに実地盤における実測や非

線形特性を有する地盤材料の力学特性や施工過程を取

込んだ精緻な数値解析とともに，より実地盤の状況を

再現した模型実験が必要であると考えられる。

実地盤の状況を再現した模型実験として，遠心模型

実験がある。遠心模型実験は実物とほぼ同じ応力状態

とすることで，複雑な拘束圧依存性を有する土質材料

からなる模型地盤でも初期応力状態および応力の変化

に伴うひずみや変形を再現することができる。このよ

うな特性を生かして掘削に関する数多くの研究が発表

されている25）～30）。

上記のことを踏まえて，本研究では，土留め壁の変

形を高精度に制御することができる遠心場可動土留め

装置を開発し，従前の研究では行われていなかった遠

心場において土留め壁の変形を高精度で強制的に変位

させる実験を行った。数種類の土留め壁の変形パター

ンを再現する実験を行うことで約18mの掘削に相当す

る土留め壁の変形に伴う壁面土圧の発生機構および背

面地盤の変形特性について検討した。

2. 遠心場可動土留め装置の概要と実験手法

2.1遠心模型実験装置

実験に用いた遠心模型実験装置（NIIS Centrifuge-I）

は，（独）産業安全研究所に設置されていたもので，主

な仕様は最大遠心加速度200G，有効半径2.3m，最大

搭載能力500 kgである。本装置の詳細は既報31）を参照

されたい。
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行き200mmである。

2.3画像収録・解析システム

遠心力載荷装置のプラットホーム上に搭載されてい

る遠心場可動土留め装置の模型土槽の前面にCCDカメ

ラ（40万画素）を設置した。実験中の模型地盤の状況

はCCDカメラで撮影し，その映像をモニターすると同

時にデジタルビデオに録画している。これにより，基

準点の動かない連続したデジタル画像を得ることがで

き，画像を直接イメージプロセッシングによって処理

出来る。

画像解析は録画した実験映像から画像解析ソフトウ

ェアを用いて任意の静止画像を取り出した後，デジタ

イザーを用いて静止画像の標点の座標を求めることで

行う。なお，用いた画像は640×480画素のものであ

る。

3. 壁面摩擦除去法について

模型実験では地盤と試料容器壁面との摩擦が問題と

なる。本研究のために行った一連の予備実験において，

壁面摩擦を低減する措置を行わなかった場合には土圧

の計測値がRankineの土圧理論より求めた計算値より

大幅に小さくなった。これは龍岡ら32），33）が指摘して

いるように壁面摩擦の影響によるものであると考えら

れた。そこで龍岡らの研究を参考にし，摩擦計測装置

を作成し，実験で用いた模型容器の壁面と砂を用いる

ことで実際に働く摩擦を計測した。その結果，砂とガ

ラス又は砂とアルミとの間にメンブレンとシリコング

リースを用いることで50Gの実験時に模型容器底部付

近の側面に作用する80 kN/m2程度までの静止土圧に対

して壁面摩擦を無視出来るほど小さくできることがわ

かった。このことから，本研究の一連の実験では，模

型容器側面および分割式土留め壁面にシリコングリー

スを塗ったうえにメンブレンを貼り付けた。

2.2遠心場可動土留め装置

土留め壁の微妙な変形状態の変化に土圧は非常に敏

感に影響を受ける。このため，①土留め壁を10分割

し，それぞれ独立に水平方向に制御することにより多

様な土留めの変形を再現し，②高精度，高トルクで微

少変位を制御することのできる遠心場可動土留め装置

を製作した。Fig. 1に本装置の概要図を示す。10段の
分割式土留め壁はそれぞれ中央部をヒンジによって取

付けてあり，地盤の変形に応じて回転し，土留め壁の

連続性を保つ構造となっている。この土留め壁は制御

室内にある制御用PCによって，それぞれ独立に制御

（移動方向の逆転，移動速度の変更，停止）すること

が可能である。駆動用モータとして小型サーボモータ

を使用し，変形速度のコントロール制御範囲は設計理

論上0.0～0.2mm/sec，位置の制御は1.0×10－4 mmま

で可能である。さらに，実験開始時の土留め壁を正確

な鉛直面とするために機械的に同一位置に復帰するよ

うなシステムとしている。この結果，ほぼ再現性のあ

る実験結果が得られたといえる。可動距離は最大

40mmである。それぞれの分割式土留め壁の背後には

2 方向ロードセル（門型 2 kN）が配置されており，そ

れぞれの土留め壁に作用する水平・鉛直荷重を計測し

ている。土圧の計測では，一般的には土留め壁に土圧

計を埋め込むことが多いが，この方法では土圧計表面

部分のみにかかる荷重から土止め壁にかかる荷重を計

算しているため土止め壁にかかる全土圧を表している

という保証がなかった。本実験ではそれぞれの分割式

土留め壁全面に働く土圧そのものを直接測定している。

なお，模型土槽の内寸は幅590mm，高さ400mm，奥

Fig. 1 Schematic diagram of in-flight movable Earth
Support Equipment.

Fig. 1 遠心場可動土留め装置

豊浦砂の土粒子密度等



― 26 ― 産業安全研究所研究報告　NIIS-RR-2004（2005）

4. 遠心模型実験

4.1遠心模型実験概要

豊浦砂（気乾状態）の模型地盤においてCase1～

Case19の実験を行った。土留め壁の変形モードをFig.
2 に示す。実験は50Gの遠心場で行った。模型地盤は
地盤高350mmであり，空中落下法で所定の相対密度

に調整した。前述したように摩擦除去のため分割式土

留め壁および模型容器側面にシリコングリースおよび

メンブレンを使用した。なお，このメンブレン表面に

は地盤変形の解析等のため20mm間隔で格子状に直線

を引いた。

乾燥砂の場合は地盤強度を相対密度で管理できるこ

とからFig. 3 に示すように層毎に相対密度を変化させ
て一層から三層までの地盤条件を再現した。Case1～

Case5は相対密度70％，Case6は40％，Case7は90％

の一様な一層の砂地盤である。Case8～Case13は二層

砂地盤，Case14～Case19は三層砂地盤とした。

Case1，Case8，Case11，Case14，Case17は下端を

回転中心として土留め壁が主働側に変形した状態を再

現した。これは例えば自立式土留め，又は切りばりを

設置する以前の一時掘削時に起こる変形状態であり，

最も一般的な変形状態と言える。Rankineの主働土圧

もこの変形状態を仮定している。

Case2は上端を回転中心として土留め壁が主働側に

変形した状態を再現した。上端部に切梁を設置して掘

削を進めた時に受働側の地盤が変形する場合や解体時

に切りばりを下段から取り外していった場合等に起こ

り得る状態である。

Case3は土留め壁の中央部が主働側に膨らむように

変形した状態を再現した。一段切りばりを設置した場

合に上端部と根入れ部が変形せずにそれらの間の土留

め壁が変形した場合に起こる状態である。

Case4では土留め壁全体が鉛直を保ったまま平行に

主働側に変形した状態を再現した。

Case5では中央部が不動で上・下端が主働側に変形

した状態の再現である。これは土留め壁の中間位置に

切梁がある場合などに起こり得る変形状態であると考

えられる。

Case6，Case7，Case9，Case12，Case15，Case18

は土留め壁の中央部が膨らむように主働側に変形

（Case3と同じ変形）した後，中央を回転中心として主

働側に変形した状態を再現した。これは最終的な変形

形状はCase1と同様であるが，土留め壁中央部の変形

が先行した掘削過程を再現したものでである。

Case10，Case13，Case16，Case19では中央部を膨

らむように変形させた後，下端を回転中心として主働

側に変形させた状態の再現をX/L＝0.010という小さな

変位で繰り返し行った。これも土留め掘削工事におけ

る掘削過程を再現したもので最終的な変形形状は

Case1と同様である。

Case14～Case16は相対密度が上層40％中層90％下

層40％の三層砂地盤である。すなわち，強度の弱い地

盤の中層に固い地盤が入っている状態を再現している。

Case17～Case19は相対密度が上層90％中層40％下層

90％の三層砂地盤である。これは固い地盤の中層に強

度の弱い地盤が挟まれている状況を再現している。層

厚は上層110mm中層120mm下層120mmとした。

Fig. 2 Wall movement modes.
土留め壁の変形モード
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5. 遠心模型実験結果および考察

5.1一様砂地盤における遠心模型実験結果及び考察

5.1.1 土留め壁背面地盤の変形形状

Fig. 4 に相対密度70％の一様砂地盤Case1～Case5

における背面地盤の変位状況を示す（X/L=0.040）。こ

こで，X/Lは土留め壁の傾斜状況を表し，Xが土留め

壁上端又は下端部の変位，Lが土留め壁長さを表して

いる。なお，Case5の場合は，土留め壁中央部が変位

しないのでXを土留め壁上端部の変位とし，Case3，

Case4，Case6，Case7等土留め壁全体が一律に変形し

ない場合はXを土留め壁中央部の変位とし，Lを土留め

壁中央部の地盤高としている。Case10等のように変形

を繰り返す場合も同様とした。

Case1では背面地盤が左斜め下45°の方向に変位し，

分割式土留め壁の下から 2 段目付近より約62°の方向

の直線状のすべり線が発生した。Case2では背面地盤

が下方に大きく変位し，最下端より円弧状のすべり面

が発生した。なお，下端付近の地盤は横方向に，上部

の地盤は下方向に変位していることが確認できる。

Case3では土留め壁の下から 2 ， 3 段目付近より円弧

状のすべり線が発生した。Case4では背面地盤がほぼ

左斜め45°の方向に変位し，最下端よりおよそ65°の

直線状のすべり線が発生した。Case5では背面地盤の

上部では斜め45°の方向に変位し，直線状のすべり面

が発生した。地盤下部では下方に変位し最下端より円

弧状のすべり面が発生した。これは，上部ではCase1，

下部ではCase2のようなすべりが発生していると理解

できる。

Fig. 5からFig. 7 はイメージプロセッシング処理を
行った可視化画像である。一画面当たり640×480画素

の一画素はそれぞれ黒（数値は 0 ）から白（数値は

255）の256段階の輝度（濃淡の程度）に分解される。

比較する 2 枚の画面において，同一地点の画素の輝度

の差を取ると（サブトラッキング），輝度の変化がな

い画素では 0 となるため黒となり，変化のある画素で

はその値（絶対値）に応じて灰色や白を示す。さらに

この結果を白黒を逆にして（ネガポジ反転）見やすく

したものがFig. 5 からFig. 7 である。この原理より，
比較した画像間で輝度の変化が大きいほど色調が濃く

なり，すべり線が明瞭な境界として表現される。Fig.
5 は下端を回転の中心として主働側に土留め壁を変位
させたCase1の変形モードの画像処理結果であり，変

形前（X/L=0）からX/L＝0.04までを左からX/L＝0.01

間毎に比較して画像処理した変位領域の可視化画像で

ある。X/L＝0.02までは変位する領域が土留め壁背後

に楔状に大きく広がる挙動を示すが，X/L＝0.02以降

はすべり面の発生に伴い変形領域がすべり面と土留め

壁の間に限定されることがわかる。Fig. 6 はCase2の

変形モードであるが，X/L＝0～0.01で上部で変形領域

が広がっている一方で既に下部地盤ではすべりが見ら

れる。その後すべり面が上部に進行して行くことがわ

かる。Fig. 7は上下端が不動で中央部が膨れるように
変位した場合である。この場合も上述したケースと同

じように，初期には地盤の変形領域が大きく広がるが，

すべり面発生後はその領域が限定されている。

2 cm間隔の格子の交点の座標から地盤の最大せん断

ひずみを計算し○印でその大きさを表したのがFig. 8
およびFig. 9 である。Fig. 8 は土留め壁の変位面積
（側面で計測）が同じ時点（Case1でX/L＝0.04を基準）

における最大せん断ひずみの比較である。下端を回転

の中心とした場合はほぼ均等にひずみが発達したが，

その他の変形モードではそれぞれ異なる地盤領域にひ

ずみが発達した。Fig. 9 はCase1およびCase6におい

て最終的に同じ土留め変形後（X/L＝0.1）における最

大せん断ひずみの分布である。

これらから土留め壁の変形形状によって地盤の変形

領域が大きく異なり，最終的な土留めの変形状態が同

Fig. 3 Strutium conditions for each model.
模型地盤層毎の地盤条件
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Fig. 7 Visualized deformation area in Case3（crank mode）.
変位領域の可視化画像（Case3）

Fig. 5 Visualized deformation area in Case1（rotation about bottom）.
変位領域の可視化画像（Case1）

Fig. 4 Displacements of model grounds in Case1～ Case5（X/L=0.04）.
背面地盤の変位状況（Case1～Case5（X/L＝0.040））

Fig. 6 Visualized deformation area in Case2（rotation about top）.
変位領域の可視化画像（Case2）
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じであっても変形過程の違いによって地盤の変形領域

およびひずみ分布が異なるといえる。

5.1.2 土留め壁に作用する壁面土圧

Fig.10にCase1（下端中心変形，Dr：70％）におけ

る分割式土留め壁に作用する壁面土圧の分布状況を示

す。土留め壁が静止した状態（X/L＝0.000）の壁面土

圧は，深さ10m付近までJaky式による静止土圧係数に

基づく土圧の計算値（以下，「静止土圧計算値」とい

う。）に近く，ほぼ深さ方向に大きくなる三角形分布

となった。しかし，10m以深では静止土圧計算値より

小さくなる傾向を示した。これは，後述するように壁

面土圧が軽減されるアーチ作用が生じていることに起

因すると考えられる19）。なお，図中に示した静止土圧

の計算に用いるK0値はJaky式（K0＝1－sinφ’）より

求め，せん断抵抗角φ’は一面せん断試験より求めた値
を用いた。

土留め壁を静止した状態から下端を回転中心として

主働側に変形させると変位開始と同時に壁面土圧は変

化し，X/L＝0.010近辺で壁面土圧はRankine主働土圧

の計算値（以下，「主働土圧計算値」という。）に近く

なり，深さ方向に大きくなる三角形分布となった。土

留め壁をさらに変形させると，壁面土圧は深さ12m付

近までは大きな変化が無く主働土圧計算値に近似した

分布を保っていた（X/L＝0.040）。しかし，12m以深

では主働土圧計算値より大きな壁面土圧となり，最下

端では主働土圧計算値より小さな壁面土圧となった。

これは，Fig.16に示すように地盤の変形によるすべり
線の発生が土留め壁の下から 2 段目付近からであった

ことに起因すると考えられる。すべり線の直近の土留

め壁部分に土圧が集中し，すべり線が観測される少し

前からその土留め壁部分の土圧が上昇する傾向が見ら

れた。

Fig.11にCase2（上端中心変形，Dr：70％）におけ

る壁面土圧の分布状況を示す。土留め壁を静止した状

態から上端を回転中心として主働側に変形させると，

壁面土圧は上端付近で静止土圧計算値より大きく，中

央部では深さとともに減少し，主働土圧計算値を下回

るようになり，下端付近で主働土圧計算値と同様な傾

きで深さとともに大きくなる分布となった。同図にお

いて，X/Lが0.001の時点での土圧分布は，上部では初

期値から僅かに増加するものの，下部では減少する傾

向を示している。この土圧減少傾向も，下部での静止

土圧の減少傾向と同様にアーチ作用によるものと考え

ることができる。すなわち，底面の摩擦抵抗を礎にし

て，地盤が底部から土留め壁面に至るアーチを形成し

ていると見ることができる。側面や土留め壁面にはメ

ンブレンがあるため，ほとんど摩擦抵抗は働かないが，

底面から端を発して土留め壁面に達する半アーチにお

いては，壁面での摩擦力を必要とはしないため，アー

チ形成が可能であると考えられるからである。わずか

Fig. 8 Distributions of maxmum shear strain（γmax）in Case1-4.
各変形モード（Case1-4）における最大せん断ひずみ（γmax）の分布

Fig. 9 Distributions of maxmum shear strain（γmax）
（X/L＝0.1）.
最大せん断ひずみ分布（X/L＝0.1）
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X/L＝0.001の変形でこのような応力状態が生じるので

あるから，初期状態においても静止土圧の大きな下部

では，50G載荷による地盤のなじみや土留め壁面の僅

かな変位の可能性もあり，これが静止土圧が下部で減

少した一理由と考えられる。

Fig.12に土留め壁の変形に伴う背面地盤の変位状況
を模式的に示す。同図に示すモデルは，上部地盤と下

部地盤の相対変位によって生じる上部土圧の相対的な

受働化を説明するものである。土留め壁の上端を回転

中心として変形させると，Fig. 6からも見て取れるよ
うに下層の地盤が変形する際に上層の地盤もそれに伴

って変形しようとする。しかし，土留め壁の上部にお

ける変形量が下部と比較して相対的に小さいため上層

の地盤は土留めに押し付けられることになる14）。この

結果，上部の壁面土圧が大きな値になったと考えられ

る。一方，その作用の影響として下部への鉛直土圧が

減少し10m以深で主働土圧計算値より小さな壁面土圧

になったと考えられる。この現象は粒状体のインター

ロッキングによって形成されるアーチ作用とは異なる

現象であると思われる。なお，この実験結果は

Terzaghi9）や山口11）が示した再配分土圧の分布形状と

よく対応している。ただし，山口は壁の上端が固定さ

れている場合の再配分土圧は，主働土圧より大きくな

るが静止土圧を超えることはないとしているが，本実

験においては上端付近において静止土圧計算値を上回

る壁面土圧が確認された。

Fig.13にCase3における壁面土圧の分布状況を示す。

Case3は相対密度が70％の一様砂地盤において土留め

壁の中央部が膨れるように主働側に変形させたケース

である。壁面土圧は上端付近で静止土圧計算値より大

きく，中央部で主働土圧計算値より小さく，下端付近

で深さ方向に大きくなる分布となった。これは，

Case1とCase2を組み合わせた変形であるため，上部

ではCase2に近い壁面土圧の分布形状になり，下部で

はCase1に近い分布形状になったと考えられる。

Fig.14にCase4における壁面土圧の分布状況を示す。

相対密度が70％の一様砂地盤において土留め壁全体を

平行に主働側に変形させた時のものである。壁面土圧

は上端付近で若干増加し，中央部以深では若干減少す

る傾向を示した。土留め壁をさらに変形させると壁面

土圧は全体的に減少し，主働土圧計算値に近い分布形

状になった。

Fig.15にCase5（中央固定変形，Dr：70％）におけ

る壁面土圧の分布状況を示す。土留め壁を静止した状

態から中央部を不動として上端・下端を主働側に変形

させると，壁面土圧は中央部付近で非常に大きな値と

なり，下部では小さな値となった。土留め上部は

Fig. 10 Distribution of lateral earth pressures on wall
（Case1：Rotation about bottom）.
壁面土圧の分布状況（Case1）

Fig. 11 Distribution of lateral earth pressures on wall
（Case2：Rotation about top）.
壁面土圧の分布状況（Case2）

Fig. 12 Ground movements caused by the wall
deflection.
土留め壁の変形に伴う砂層の変位
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Case1の変形であるため中央部の土圧が大きくなり，

下部はCase2の変形であり中央部の土圧が大きくなる

ため，両者の効果が重なり合うことによって中央部の

土圧が大きくなったと考えることができる。これより，

切梁が土留めの中間位置にあって土留めの上部と下部

が変位する場合は，想定以上に大きな荷重が発生する

可能性があることが指摘できる。なお，この変形では

Case3と変形面積が同じ時点におけるX/Lを指標として

用いた。

一般に，土留め壁が背面地盤から離れるように変位

すると，壁面土圧は主働土圧状態になることが知られ

ている。しかし，その分布形状は必ずしもRankineの

土圧理論で示されるような三角形分布ではなく，土留

め壁の変形形状によって大きく異なる実験結果となっ

た。一様砂地盤においてRankineの土圧理論が成り立

つのは土留め壁が下端を回転中心として主働側に変形

した場合のみである。土留め壁が主働側に変形しても，

Rankineの主働土圧計算値とは大きく異なる壁面土圧

となり，土留め壁の変形形状によっては静止土圧計算

値に比較しても大きな土圧が発生する場合があること

が実験結果で示されたといえる。

Case6およびCase7における背面地盤の変位状況を

Fig.16に示す（X/L＝0.040時点）。Case6は相対密度

40％の一様砂地盤，Case7は相対密度90％の一様砂地

盤である。いずれのケースも，土留め壁の中央部を膨

れるようにX/L＝0.040まで変形させた後，中央部を回

転中心として上部土留め壁だけを動かして，最終形状

が下端中心のケース（X/L＝0.040）に等しくなるまで

変形させた場合である。

Fig.16のCase6においては土留め壁の中央部が膨ら

むように変形すると，背面地盤が広い領域で左斜め

45°の方向に変位し，土留め壁の下から 2 段目付近よ

り円弧状のすべり線が発生した。その後，下端を回転

中心として主働側に変形させると，すべり面は直線状

へと変化した。一方，Case7では土留め壁の中央部が

膨らむように変形すると，背面地盤が狭い領域で下方

に変位し，土留め壁の下から 2 段目付近より円弧状の

すべり面が発生した。その後，下端を回転中心として

主働側に変形させても，変位領域はほとんど変化せず，

すべり線も円弧状のままであった。

相対密度の高い地盤（Case7）と低い地盤（Case6）

Fig. 13 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 13 （Case3：Crank mode）.
Fig. 13 壁面土圧の分布状況（Case3）

Fig. 14 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 14 （Case4：Translation mode）.
Fig. 14 壁面土圧の分布状況（Case4）

Fig. 15 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 15 （Case5：Rotation about center）.
Fig. 15 壁面土圧の分布状況（Case5）
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を較べると，相対密度の高い地盤（Case7）の方が変

形領域が狭く，当初のすべり線に沿ってすべりが進む

傾向が見られた。つまり，初期の土留め壁の変形過程

による影響が継続する結果となった。これは，密な砂

の場合，つまり正のダイレイタンシーを有している場

合には，最初のモードで地盤が塑性化まで到達すると

（すべり線が発生すると），そのすべり線上の地盤の軟

化が大きいため，その変形パターンが支配的となり次

の変形へと移りにくくなるためと考えられる。

Fig.17にCase6における壁面土圧の分布状況を示す。

Case6は相対密度が40％の一様砂地盤においいて土留

め壁の中央部を膨れるように主働側へ変形させた後，

下端を回転中心として変形させたケース（Fig. 2 の
Case6に対応）である。Fig.18はCase7における壁面

土圧の分布状況である。土留め壁を静止した状態から

中央部が膨らむように主働側へ変形させると，壁面土

圧はCase6およびCase7の両ケースともにCase3と同様

に上端付近で静止土圧計算値より大きな土圧分布とな

った。この上部の土圧の最大値は相対密度の低い

Case6の方が大きくなった。次いで，下端を回転中心

とした状態へ変形させると，両ケース（Case6および

Case7）ともに上端付近の壁面土圧は急激に減少する

一方で中央部の壁面土圧は上昇し，壁面土圧の分布は

主働土圧計算値に近似した深さ方向に大きくなる三角

形分布となった。

一般に相対密度の高い方がせん断抵抗角も大きいた

め，受働土圧は大きくなる。上述したように，この土

圧の再分配は相対的な変位による土圧の受働化による

と考えると，相対密度が高い土留め壁上部の土圧の方

が大きくなると予想されるが，異なる結果となった。

この理由として，変形領域の大きさの違いと土留め壁

Fig. 16 Displacements of model grounds in Case6 and Case10 （X/L＝0.04）.
背面地盤の変位状況（X/L＝0.040）

Fig. 18 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 18 （Case7）.
Fig. 18 壁面土圧の分布状況（Case7）

Fig. 17 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 17 （Case6）.
Fig. 17 壁面土圧の分布状況（Case6）
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中央部の地盤における変形の方向の違いが原因として

挙げられる。つまり，相対密度が高い地盤では，変形

領域が土留め壁に近く，かつすべり線が鉛直に近い。

このことが地盤上部と下部との相対変位を低減させ，

結果として上部の土圧がそれほど大きくならなかった

ものと考えられる。

Fig.10のCase1，Fig.17のCase6およびFig.18の
Case7における土圧分布の変遷を見ると，土留め壁の

変形モードによって土圧分布が大きく異なり，定常的

な土圧分布に達するには，ある程度の変位量を必要と

することが分る。すなわち，ある変形モードから他の

モードに移行するときには，必ず最初の変形モードに

依る土圧から次のモードに対する土圧への遷移過程が

存在すると言え，この意味で土圧分布に施工過程の影

響があることが説明できる。

ただし，Case1，Case6およびCase7において下端固

定の最終変形状態（X/L＝0.04）における土圧分布は

ほぼ同じとなりRankineの主働土圧計算値分布に近づ

いている。このことから，変形モードが異なっても，

次のモードにおいて十分な変位量が与えられたならば，

以前の地盤の応力状態が変化して土圧分布に影響を与

えなくなったものと考えられる。これは，Fig.16の
Case6の変形図，Fig.17の土圧分布（最終的には下端
固定の土圧分布となっている。）と同じ現象と考えら

れる。ただし，Fig.16のCase7の変形図およびFig.18
を見ると，地盤の変位状況が移行しないにもかかわら

ず，土圧分布は最終的にRankineのそれに近づいてい

る。このような場合においても，土圧分布に関しては

十分な変形を与えると応力変化の履歴が消去されると

いってもよいと考えられる。

5.1.3 土留め壁変形に伴う全壁面土圧の変化

Fig.19に相対密度70％の一様砂地盤Case1～Case5

における土留め壁にかかる全壁面土圧と変形面積との

関係を示す。ここで，P/PAは実験から得られた全壁面

土圧（P）をRankineの土圧理論より求めた全主働土

圧（PA）で除したものである。つまり，P/PA＝1は全

壁面土圧がRankineの土圧理論より求まる主働土圧合

力と等しいことを示す。なお，A/L2は土留め壁の変形

面積（A）を土留め壁長（L）の 2 乗で除すことで正

規化したものである。

土留め壁が静止した状態においてすべてのケースで

壁面土圧はほぼ静止土圧合力となった。この状態から

土留めを主働側に変形させると，全壁面にかかる土圧

合力はすべてのケースにおいて減少した。この減少割

合には土留め壁の変形モードによって若干の違いが見

られたものの，土圧合力は土留めの変形が進むに従い

すべてのケースで主働土圧合力の計算値へと収束した。

下端変形の場合には，土留めの傾きX/Lが0.01程度の

傾き（A/L2＝0.5×10－2に相当）で一定の値に収束して

いることがわかる。

変形モードによって土圧分布が大きく異なるにもか

かわらず，土圧の合力が一定になるというこの結論は，

本事象が結局のところ土圧の「再配分」問題であるこ

とを再確認させる。

5.2二層・三層砂地盤における遠心模型実験結果及び

考察

5.2.1背面地盤の変形状況

Fig.20にCase8からCase19におけるX/L＝0.000～

0.040までの変位ベクトルとすべり線を示す。変位ベ

クトルは各ターゲットの変位とその大きさを示してい

る。

下端を回転中心とした土留め壁の変形モード

（Case8，Case11，Case14，Case17）では，二層地盤

（Case8，Case11）においては相対密度が高い層では

すべり線が急角度となり相対密度が低い層ではすべり

線が緩い角度となる。一方，三層地盤（C a s e14，

Case17）ではすべり線はほぼ直線となり，最下層の相

対密度が低いCase14と相対密度が高いCase17を比べ

るとCase17におけるすべり線がより急角度であること

がわかる。多層地盤の場合，上層の地盤強度が大きい

場合であっても下層の地盤強度が小さい場合は，すべ

り面の角度は緩くなる傾向がみられた。すべり線は最

下層において発生し始め，そのすべり線の角度にそれ

から進展するすべり線の位置と角度が影響されるとい

Fig. 19 Total lateral pressures on the wall and
movement area.

Fig. 19 変形面積と土圧合力（Case1～Case4）
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える。すべり面が最初に生じる層のすべり面角度が地

盤全体の変形状況に大きな影響を与えていると考えら

れる。

二層地盤の場合，下層の相対密度が高いケース

（Case8，Case9，Case10）では，X/Lが0.02程度で明

瞭なすべり線が発生するのに対して，下層の相対密度

が低いいケース（Case11，Case12，Case13）では，

X/Lが0.04以降ですべり線が確認された。三層地盤に

おいても，最下層地盤の相対密度が高いケース

（Case14，Case15，Case16）では，X/Lが0.03程度ま

でに明瞭なすべり線が発生した。

相対密度が高い層は正のダイレタンシー特性により

小さいひずみ状態においてすべり線が出現し，さらに，

ひずみ軟化傾向が大きいため，その発生したすべり線

はその位置が変化しない傾向があるといえる。また，

最終的にはすべり線は地盤全体でつながるため，影響

範囲はすべり線が発生する層の状態に左右されると考

えられる。すなわち，すべり面の位置・角度や変形領

域は，下層の影響を大きく受けることがわかった。

土留め壁の変形モードの影響に関しては，同条件の

地盤について比較すると，変位ベクトルの方向，大き

さ，すべり線の位置，角度がそれぞれ異なっているこ

とがわかる。土留め壁の変形モードと地盤条件の組み

合わせが地盤の変形状態に複雑に影響していると言え

る。

5.2.2壁面土圧の分布

Fig.21からFig.32にCase8からCase19における壁面

土圧の分布状況を示す。なお，これらの実験における

土留め壁の変形モードはFig. 2 に，地盤条件はFig. 3
に示すとおりである。

二層地盤の場合（Fig.21からFig.26）の静止土圧分
布（X/L＝0.000）を見ると計測値と計算値は傾きがほ

ぼ同じであり，相対密度の違いによる地盤強度φの変

化の影響を受けている状況が見て取れるが，必ずしも

計測値と静止土圧計算値とは一致しない。三層地盤

（Fig.27からFig.32）ではさらにその傾向が顕著であ
り，土圧に対する層毎との強度の違いの影響はそれほ

ど大きくない。また，下部地盤が弱い場合，上部の地

盤における土圧が大きくなる傾向あり，相対的な地盤

変位による受働化によるアーチ作用が発生していると

考えられる。三層地盤では下層地盤が弱い場合，中間

層地盤が強度が高くても土圧が大きい傾向があり，下

部では土圧が小さくなる傾向が見られる。

下端を中心とした土留め壁の変形モードにおけるケ

ース（Fig.21，Fig.24）では，X/L＝0.01程度におい

て土圧の計測値はRankineの土圧分布に近い傾向を示

す。しかし，X/L＝0.04となると両者の土圧分布はほ

ぼ同じとなる。すなわち，一層地盤と同様に土留め壁

の変形量が大きくなると応力履歴が消え，相対密度の

影響を受けなくなると言える。

Case10のような繰返し変形モードではFig.23，
Fig.26，Fig.29，Fig.32に示されるようにX/L＝0.01

の中央変形（Crank）までは相対的な受働化によるア

ーチ作用の影響により上部での土圧が高くなるが，そ

の後に下端を中心とした土留め壁の変形モード（下端

から直線となる土留め壁変形）を与えると，その作用

の影響が消えることがわかる。特に，Fig.26，Fig.32

Fig. 20 Displacements of model grounds in Case 8～
Case 19（X/L＝0.04）.

Fig. 20 背面地盤の変位状況（X/L＝0.040：下端）
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Fig. 23 Distribution of lateral earth pressures on wall
（Case10：Rotation about bottom and crank
by repetition）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case10）

Fig. 21 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 21 （Case8：Rotation about bottom）.
Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case8）

Fig. 24 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 21 （Case11：Rotation about bottom）.
Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case11）

Fig. 25 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 21 （Case12：Crank and rotation about bottom）.
Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case12）

Fig. 22 Distribution of lateral earth pressures on wall
Fig. 21 （Case9：Crank and rotation about bottom）.
Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case9）

Fig. 26 Distribution of lateral earth pressures on wall
（Case13：Rotation about bottom and crank
by repetition）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case13）
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Fig. 29 Distribution of lateral earth pressures on
wall（Case10：Rotation about bottom and
crank by repetition）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case16）

Fig. 27 Distribution of lateral earth pressures on
wall（Case14：Rotation about bottom）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case14）

Fig. 30 Distribution of lateral earth pressures on
wall（Case17：Rotation about bottom）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case17）

Fig. 28 Distribution of lateral earth pressures on
wall（Case15：Crank and rotation about
bottom）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case15）

Fig. 31 Distribution of lateral earth pressures on
wall（Case18：Crank and rotation about
bottom）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case18）

Fig. 32 Distribution of lateral earth pressures on
wall（Case19：Rotation about bottom and
crank by repetition）.

Fig. 21 壁面土圧の分布状況（Case19）
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を比べると，下部の相対密度が小さい地盤（強度の低

い地盤）ほど上部の土圧が大きい傾向があることがわ

かる。相対的な受働化の発生はダイレタンシー特性の

影響が表れていると言える。

Fig.22はCase9（中央部を膨れるように変形させた

後，下端を回転中心として変形）における壁面土圧の

分布状況を示す。壁面土圧は上層では主働土圧の計算

値より小さく，下層では計算値より大きく全体として

主働土圧の計算値とは異なるものの深さ方向に大きく

なる三角形分布となった。さらに土留めの変形が進む

と，下から 2 段目の土圧が大きくなるが，すべり面が

2 段目の土留め付近から発生しているのと対応してい

る。土圧の大きさが地盤の変形状態に影響されている

と言える。他のCaseでも土圧が集中するのは，すべり

面の直近の土留め部分であり，すべり面が観測される

少し前からその土留め部分の土圧が上昇する傾向が見

られた。

Fig.33に相対密度が90％の一様砂地盤（Case7），上

層90％下層40％の二層砂地盤（Case12）において土

留め壁を静止した状態から中央部が膨らむように主働

側へ変形させた際の壁面土圧の分布状況を示す（X/L＝

0.040：中央）。上層は両ケースとも相対密度が90％で

あるにもかかわらず，上層の壁面土圧が大きく異なる

結果となった。これは，Fig.16に示すようにCase7は

相対密度の高い一様砂地盤であるため背面地盤の変位

領域が全体的に狭いのに対し，Case12では下層の相対

密度が低いため変位領域が広く，それに伴って上層も

Case7と比較して広い領域で変位していることに起因

すると考えられる。また，上層の変位方向がCase7で

は下方に変位しているのに対し，Case12では左斜め

45°の方向に変位していることも壁面土圧に影響を与

えたと考えられる。すべり面の発生位置，変形領域の

範囲は下層の地盤条件の影響が大きいと考えられる。

Fig.34にCase11～Case13における土留め矢板の下

端を回転中心として主働側に変形させた状態での壁面

土圧の分布状況を示す（X/L＝0.040：下端）。地層条

件及び土留め壁の変形形状が同じであるにも係わらず，

壁面土圧は異なる分布となった。これは，Fig.20に示
すように土留め矢板の変形過程の違いにより背面地盤

の変位状況が異なっていることに起因すると考えられ

る。

Fig.35に相対密度が上層90％，中間層40％，下層
90％の三層砂地盤（Case17およびCase19）において

土留め壁を静止した状態から下端を回転中心として主

働側へ変形させた後の壁面土圧の分布状況を示す

（X/L＝0.01：下端）。単純な下端を回転の中心として

土留め壁を変形させた場合（case17）と比べて，繰り

返し変形モード（case19）の方が，X/Lが0.01時点で

中層部での土圧が大きくなった。

Fig.36にCase17～Case19における土留め壁の下端

を回転中心として主働側に変形させた最終状態での壁

面土圧の分布状況を示す（X/L＝0.040：下端）。

これはX/Lが0.04の際の土圧分布であるが，X/Lが0.01

時点で異なっていた土圧分布がX/Lが0.04の時点でほ

ぼ同じものとなっていることがわかる。大変形が応力

履歴を消去すると考えると理解できる。なお，Case17，

Case19とCase18の土圧分布が異なるのはCase18にお

いて，すべり線が土留め壁の 2 段目と 3 段目の中間か

ら出現しているのと対応している。

以上より，二層・三層砂地盤ではそれぞれ地質条件

Fig. 33 Distribution of lateral earth pressures on wall.
Fig. 34 壁面土圧の分布状況（X/L＝0.040：中央）

Fig. 34 Distribution of lateral earth pressures on wall.
Fig. 34 壁面土圧の分布状況（X/L＝0.040：中央）
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の異なる上層地盤と下層地盤が相互に影響しあい，こ

れによって一様砂地盤と同じ地質条件の地点であって

も下層地盤の影響を受けることで異なる壁面土圧とな

る。土留め壁の変形形状が同じであっても背面地盤の

変位状況や壁面土圧が一様砂地盤と大きく異なる結果

であった。

前述した一層の一様地盤のみならず二層・三層砂地

盤においても壁面土圧・地盤変状は施工過程（土留め

矢板の変形プロセス）の影響を受ける。つまり，最終

的な土留め壁の変形形状が同じであっても，それに至

るまでの過程が異なれば壁面土圧分布，すべり線の発

生位置など地盤の変形状態が異なる。変形過程を考慮

しなければ，最終的な土留め壁の変形形状だけから壁

面土圧を推定することは難しいといえる。

6. 結論

本研究では，土留め壁の変形を高精度に制御するこ

とができる遠心場可動土留め装置を開発し，遠心場に

おいて地盤強度を変化させた一層から三層までの砂地

盤における土留め壁の強制変位実験を行うことで，土

留め壁の変形に伴う壁面土圧の発現機構等について検

討した。

得られた知見は以下のとおりである。

（1）非常に小さな土留め壁の動きで土圧は大きく変化

する。そのため下端回転中心変形モード（例えば

Case1）など直線からなる基本的な変形モードを遠

心場で再現するためには個々の分割土留め壁を高

精度で稼働させる必要がある。新たに開発した遠

心場可動土留め装置はその要件を満たしており，土

留め壁の変形に伴う壁面土圧の発生機構，背面地

盤の変形特性等の解明に有効である。

（2）遠心場において静止土圧計測値はJaky式から求め

たものとほぼ同等であった。その静止位置から土

留め壁を主働側に変形させると，変形と同時に土

圧は下降する。変形モードにより，個々の土圧値

に変動はあるものの全土圧でみるとその合計値は

ほぼ一定の値に収束する。下端を中心に変形させ

た場合，土留め壁の傾きX/Lが0.01程度での傾きで

一定の値に収束した。

（3）土留め壁の変形に伴う地盤の変形領域がイメージ

プロセッシング（画像処理）により明らかになっ

た。これによるといずれの変形モードでもX/Lが

0.02程度まで変形領域が土留め壁の背後に大きく広

がるが，その後に発生するすべり面とともに変形

領域がすべり面と土留め壁の間に限定される。

（4）下端回転中心変形モード（Case1）と上端回転中心

変形モード（Case2）では土圧分布が大きく異な

る。Rankine主働土圧計算値の土圧分布となるのは

Case1の時のみであった。土留め中央部が変形する

Case3と中央部が変形せず上下端が変形するCase5

は土留め上部と下部でCase1とCase2の土圧分布を

重ね合わせたものと考えることができる。

（5）上端回転中心変形モードのケース（例えばCase1）

や土留め中央部が変形するケース（例えばCase3）

では土留め壁上部においてRankine主働土圧計算値

より極めて大きな壁面土圧が発生する場合がある。

（6）壁面土圧は施工過程（土留め壁の変形プロセス）の

影響を受ける。つまり，最終的な土留め壁の変形

モードが同じであっても，それに至るまでの過程

が異なれば，その遷移領域での壁面土圧分布およ

Fig. 35 Distribution of lateral earth pressures on wall.
Fig. 34 壁面土圧の分布状況（X/L＝0.010：下端）

Fig. 36 Distribution of lateral earth pressures on wall.
Fig. 34 壁面土圧の分布状況（X/L＝0.040：下端）
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び地盤の変形状態が異なる。しかしながら，応力

の履歴を消去し得るに十分な壁変形を受けた場合

には，その土圧分布は最終的な土留め壁の変形モ

ードに対応する。

（7）すべり線の直近の土留め壁部分では，明瞭なすべ

り線が観測されるより少し前の変形段階から土圧

が上昇する傾向が見られた。

（8）二層・三層地盤の場合，上層の地盤強度が大きい

場合であっても下層の地盤強度が小さい場合は，す

べり面の角度は緩くなる傾向がみられた。すべり

線は最下層において発生し始め，そのすべり線の

角度にそれから進展するすべり線の位置と角度が

影響されるといえる。すべり面が最初に生じる層

のすべり面角度が地盤全体の変形状況に大きな影

響を与えていると考えられる。

（9）二層・三層砂地盤ではそれぞれ地質条件の異なる

上層地盤と下層地盤が相互に影響しあい，これに

よって一様砂地盤と同じ地質条件の地点であって

も下層地盤の影響を受けることで異なる壁面土圧

となる。

（10）本論は砂地盤における遠心模型実験という限られ

た条件ではあるが，広範な実験から土留め壁の変

形に伴う土圧の発生メカニズムを系統的にまとめた

ものである。これが実際の掘削時に起こる土留め

壁の変形や土圧の集中現象などを理解するための一

助となり，土砂災害を未然に防ぐことができれば

幸いである。
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